




報告書⾻⼦①

• 現在、⼈の知的活動（認知、思考、推論、それらに基づく⾏為等）を代替しうる
⼈⼯知能技術は、ビッグデータと機械学習によって急速な発展をしており、⾃動運
転⾞や医療診断⽀援、対話エージェントなどへの実装も進んでいる。⼈⼯知能技
術 は、⽇本政府が⽬指すSociety 5.0の重要な基盤技術であり、少⼦⾼齢化が
もたらす労働⼒不⾜などの社会課題の解決や誰もが⾃分の能⼒を発揮して活躍で
きる社会的包摂性に貢献し、社会に多⼤な便益をもたらすことが期待されている。
ただし、⼈⼯知能技術は、その開発速度が速く利⽤者からはその動作が⾒えにくい
技術であることから、知らぬ間に普及し⾼度化し社会の在り⽅に根本的影響を与え
る可能性もあり、健全な利⽤のためにその影響を検討する必要がある。

• 国内外において、⼈⼯知能技術が⼈間社会に及ぼす影響についての倫理的、法
的、社会的問題（Ethical, Legal, and Social Issues: ELSI）が注⽬されて
おり、研究者・開発者のみならず、様々な⼈が⼈⼯知能技術のもたらす良い影響と
懸念に関⼼を持って検討している。例えば、⽣産性向上や重労働からの解放、科
学的知⾒や治療法等の発⾒の加速という良い側⾯に加えて、雇⽤喪失や⼈類へ
の破滅的脅威の可能性などについて、学術会議、⺠間⾃主組織、政府機関、国
際機関など様々な⽴場から検討や提⾔が⾏われている。

4

【はじめに】

【⼈⼯知能と⼈間社会に関する検討動向】

報告書⾻⼦②

• 「⼈⼯知能と⼈間社会に関する懇談会」では、特に、現存する⼈⼯知能技術、ま
たは近い将来実現する可能性が⾼い⼈⼯知能技術やそれが普及した社会に焦点
を絞り、どのような便益が期待できるか、考慮すべき点は何か、今後取り組むべき課
題や⽅向性は何かを明らかにすることを⽬的とした。また、⼈⼯知能技術に関連して
厳密に分離できないデジタライゼーションの事例についても対象とした。⼈⼯知能技
術が我々の社会の様々な領域に普及しつつあることを考慮し、移動、製造、個⼈
向けサービス、対話・交流という代表的な４つの分野について様々な事例（ケー
ス）を挙げて検討する⼿法をとった。そして、⼈⼯知能技術を使う⼈、研究・開発す
る⼈、未来の社会をつくる⼦どもなど様々な世代の⼈ 、⽂化芸術を担う⼈、企業、
そして政府など様々な関係者の⽴場（マルチ・ステークホルダー）から⼈⼯知能と
⼈間社会に関係する論点を明らかにすることを⽬指した。

• ⼈⼯知能技術は⼈間の知的能⼒と⾏為を補助し、⼀部を代替し拡張することを
可能とすることから、持続可能社会の強⼒な推進⼒になることが期待できる。ただし、
以下のような論点について検討し考慮する必要がある。
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【懇談会におけるアプローチ】

【⼈⼯知能と⼈間社会について検討すべき論点】



報告書⾻⼦③
• 倫理的論点：

⼈⼯知能技術に基づく判断と⼈の判断のバランスを取ることが⼤切であり、そのバ
ランスと両者の関係は今後変化していくことが予想され、それに伴い倫理観も変化し
ていくだろう。⼈⼯知能技術がもたらすサービスによって、利⽤者が知らぬ間に感情や
信条、⾏動が操作されたり、順位づけ・選別されたりすることが⽣じうる場合には倫
理的検討が必要である。⼈⼯知能技術によって⼈の認知や⾏動が拡張されること
で⼈間観がどう変わるかを⾒ていく必要がある。⼈⼯知能技術と協働した創作の価
値の受容やその変化、⼈にとって異なるビジョン（⼈⼯知能技術との関わり⽅）に
ついて認識する必要がある。

• 法的論点：
⼈⼯知能技術を使うリスク、使わないリスクを考慮した利活⽤を推進するために、

その利⽤に伴う法的課題の抽出、例えば事故等によって⽣じる責任分配の検討や
保険の整備が必要である。ビッグデータを活⽤した⼈⼯知能技術の利便性確保と
個⼈情報・プライバシー保護の両⽴について法的整備・対応が必要である。アルゴリ
ズム開発者やデータ提供者、利⽤者などの多様なステークホルダーが関与する⼈⼯
知能技術を利⽤した創作物等の権利についての検討が必要である。責任に依拠す
る近代法概念などについて、⼈⼯知能技術と社会の相互発展に即した検討と基礎
研究が求められるだろう。 6

【⼈⼯知能と⼈間社会について検討すべき論点】

報告書⾻⼦④
• 経済的論点：

個⼈にとっては創造的労働が増えるなど業務内容の変化や働き⽅の変化が⽣じ
る可能性があり、それに対応できる能⼒を⾝に着けることが望ましい。企業としてはそ
のような雇⽤や働き⽅の変化に迅速に対応することが必要である。政府としては、労
働者が仕事や業務を変えることを可能とする教育や環境の整備、課題先進国であ
る⽇本の持続可能性のためにも経済格差をなくし、⼈⼯知能技術の利活⽤を促進
するための政策が必要である。

• 教育的論点：
⼈⼯知能技術を主体的に利⽤し、協働して創造的活動ができるための能⼒を育

成する教育の整備や、⼈にしかできない能⼒の育成、⼈の発達のために従来通り
⾏うべき教育の検討、そして教育格差に対する政策が必要である。
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報告書⾻⼦⑤

• 社会的論点：
⼈⼯知能技術との関わりの⾃由について対話する場を作り、多様性や共通性に

ついて検討することが⼤切である。⼈⼯知能技術デバイドや⼈⼯知能技術に関連
する社会的コストの不均衡、プロファイリングなど推定結果による差別が⽣じないよう
な対処が必要である。⼈⼯知能技術に対する依存や過信・過剰な拒絶など新たな
社会問題や社会的病理が⽣じる可能性を検討すべきである。

• 研究開発的論点：
科学者や研究開発者には、倫理観を持ちガイドラインや倫理規定に沿った⾏動が

求められる。セキュリティ確保、プライバシー保護技術などの開発が必要であり、⼈⼯
知能技術が制御不可能とならないような配慮やその計算過程や論理を説明できる
透明性に関する研究が必要である。また、機械学習による確率的な動作に対する
社会的受容性を⾒ていくこと、⼈⼯知能技術の多様性の推進、オープンサイエンス
の促進、未来社会を設計する⼈⽂社会科学研究や融合研究の推進などを通じて、
社会に貢献する⼈⼯知能技術の研究開発を促すことが重要である。
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報告書⾻⼦⑥

• 我々は、検討⽅法や導かれた論点について国際連携や国際発信を⾏ってきたが、
今後も国際的な情報発信と協調した取り組みを続けて⾏く必要がある。特に、⼈
⼯知能と社会の関係の検討について国際的な枠組みを考えることが世界全体とし
ての持続可能社会の実現に貢献すると思われるため、世界で共有するべき価値観
は何かを検討するべきである。

• この懇談会で得られた論点や提⾔について、社会を構成する全ての⼈が⾃らのこと
として受け⽌め、私たちの未来社会をより良いものとするために具体的な議論を続け、
適切な⾏動を取ることを期待する。
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【おわりに】



【参考】⼈⼯知能と⼈間社会に関する懇談会 構成員
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• 原⼭ 優⼦ 総合科学技術・イノベーション会議 議員

• 新井 紀⼦ 国⽴情報学研究所 教授・社会共有知研究センター⻑
（数学、東ロボプロジェクトリーダー）

• 江間 有沙 東京⼤学教養教育⾼度化機構 特任講師
（科学技術社会論）

• ⼤内 伸哉 神⼾⼤学⼤学院法学研究科 教授（労働法）
• 新保 史⽣ 慶應義塾⼤学総合政策学部 教授

（情報法、ロボット法研究会主査）
• 鈴⽊ 晶⼦ 京都⼤学⼤学院教育学研究科 教授 （教育、哲学）
• ⻄川 徹 株式会社Preferred Networks 

代表取締役社⻑・最⾼経営責任者 （⼈⼯知能、機械学習）
• 橋本 和夫 早稲⽥⼤学研究戦略センター 教授 （⼈⼯知能）
• 林 いづみ 桜坂法律事務所 弁護⼠ （弁護⼠、知的財産権）
• 松尾 豊 東京⼤学⼤学院⼯学系研究科 特任准教授

（⼈⼯知能、⼈⼯知能学会倫理委員会委員⻑）
• 柳川 範之 東京⼤学⼤学院経済学研究科 教授 （経済学）
• 若⽥部 昌澄 早稲⽥⼤学政治経済学術院 教授 （経済学）

※肩書は懇談会開催時点


